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あなたは、健康なうちは働き続けたいと思いますか︖

2020年9月1⽇〜14⽇に実施
有効回答は272人（男性51％、⼥性49％）
年代別︓49歳以下8％、50代36％、60代42％、
70代12％、80代以上2％

朝⽇新聞Reライフプロジェクトによるwebサイト調査より
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就労者のほうが、死亡・認知機能の低下・脳卒中の発生が少ない

Okamoto S, et al. Bull World Health Organ. 2018 Dec 1; 96(12): 826-33.のデータより作成

1987年から2002年までの15年間の追跡調査による男性参加者の健康アウトカムの観察結果
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身体のつらさ
痛み・しびれ
機能障害

精神的・⼼理的つらさ
不安・恐怖・怒り
抑うつ・苛⽴ち

社会的なつらさ
仕事や家庭の問題

⾦銭問題
人間関係

人生に対する不安
生きる意味

将来への不安
家族に負担をかけたくない

トータル・ペイン
様々なつらさや不安

患者さん・ご家族におけるトータル・ペイン



病気や怪我になると、働く患者さんは悩みます

急に悪化しないだろうか
生活はどうなる…
後遺症や副作用はどうなの…
治療が辛いかも・・・・
職場に迷惑かけるかも・・・



治療と仕事の両⽴⽀援ガイドライン発表
（令和28年2月）



治療と仕事の両⽴⽀援の定義

病気を抱えながらも、働く意欲・能⼒のある労働者が、
仕事を理由として治療機会を逃すことなく、
また、治療の必要性を理由として職業生活の継続を妨げられることなく、
適切な治療を受けながら安⼼して生き生きと働き続けられる社会を目指す取組

病院は治療をする
場所ですし

そんなことまで考えて
いなかったです

職場は働く場所で
私傷病までは

⾯倒⾒切れないかも



医 療 職 場

家 庭

「治療と仕事の両⽴」に関わるみんなの⼼配事は様々です

病気のことはわからない
留意点︖
予後・再発︖
働ける︖

職場のことはわからない
作業内容︖
配慮内容︖
労務管理︖

後遺症︖
⼿続き︖
制度︖

病気・生活・仕事
どうすればいいの

患者
労働者

病気をしっかり治してほしい
元気になって欲しい
無理して再発しないように

病気をしっかり治してほしい
元のように元気に働いて欲しい
他の従業員の負担も考慮
悪化させると責任問題

★安全配慮義務
★合理的配慮



病気休業からの復職のイメージ図

復職可否の決定

産業医

主治医

事業者

労働者・患者労働者・患者

診断・治療

復職の可否判断
復職⽀援プラン

相談
報告 意⾒の調整

従業員50名未満
の事業場では選任
義務なし

相談

中小企業では職場
の上司や人事担当と
労働者で話し合う場
合が多い



厚労省ガイドライン︓両⽴⽀援の進め⽅



様々な職場での様々な業務内容

職場での必要動作確認



両⽴⽀援コーディネーターによるトライアングル型⽀援



両⽴⽀援コーディネーターは何処にいる︖
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脳卒中・⼼臓病等総合支援センターモデル事業



仕事との両⽴支援における３⼤テーマ
「⼦育て」・「介護」・「治療」

⼦育て 介護 治療

出産のための両⽴支援制度︓産前産後休業 （労働基準法第65条）
育児のための両⽴支援制度︓育児休業 （育児介護休業法）
介護のための両⽴支援制度︓介護休業 （育児介護休業法）

これらは既に法律で定められた制度ですが、
わが国では、海外の多くの国と異なり、病気休業は法制化されていません
各職場の「就業規則」に書かれているかどうかが重要となってきます



治療との両⽴は他人事ではありません
 日本人のおよそ2人に1人ががんになる（国⽴がん研究センター）

 ４人に1人が脳卒中を経験している（世界脳卒中機関）

 世界の成人の11人に1人が糖尿病、予備軍を入れると日本で
約2,000万人にのぼる （国⺠栄養調査）

 生涯に1度うつ病になる割合は15人に1人（患者調査）

 100人に一人の割合でてんかんの人がいる（日本てんかん協会）



両⽴支援の普及には働く意欲と
お互い様と思う社会風土が必要です


